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はじめに

言うまでもなく､現在の大学は様々な問題を抱え

ている｡ 少子高齢社会､情報化の時代を迎え､ま

た国立大学はいわゆる国立大学法人化を目前にし

て､未曾有の困難に直面している｡その原因はいく

つか考えられるが､大学が自己の歴史を振り返りそ

の時点々々での課題を点検すること､そして同時に

内外に向けて積極的な説明をすること､これらの作

業を行ってこなかったことが､最大の理由であるこ

とは間違いない｡このような状況下にあって､多く

の国立大学では組織の改組や管理運営部門の効率

化等､いわゆる大学 ｢改革｣を行っているが､この

うち旧帝大系の大学を中心にして大学アーカイブセ

クション(大学史料室､大学文書館)の設置･改組 ･

拡充がなされていることは注目すべき対応の一つと

いえよう｡ このような対応がなされる理由もいくつ

か考えられるが､大学における情報を収集しそれを

発信する組織(アーカイブセクション)に対する近年

の認識と勿論無関係ではない｡

国立大学におけるアーカイブセクションは､1963

(昭和38)年の東北大学記念資料室を噂矢として

(2000年､史料館に改組)､東京大学史史料室

(1987年設置)､九州大学大学史料室(1992年設置)､

名古屋大学史資料室(1996年設置｡2001年､名古屋

大学大学史資料室に改組)､京都大学大学文書館

T九州大学大学史料室助教授
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(2000年)と設置されてきた｡いずれも年史編集

室-アーカイブセクション-という形をとったもの

で､現在各大学では大学行政文書等の収集 ･整

理 ･保存 ･活用に関するシステム構築への模索が続

けられている｡

他方､大学アーカイブも影響を受けた地域文書館

の動きに目を転じると､1987(昭和62)年12月の公

文書館法成立を一つの契機に増加してきた地域文書

館のありようは､1999(平成11)年5月の行政機関

の保有する情報の公開に関する法律 (いわゆる情報

公開法｡2001年4月施行)に象徴される情報公開の

流れの中では､必ずしも一様ではない｡例えば太田

富康氏は､我が国における文書館の歴史を踏まえ

て､文書館の性格を (A)史料(歴史資料)を保有し

利用に供する機関､(B)歴史的･文化的に価値のあ

る文書 ･記録(あるいは公文書等)を保存し利用に供

する機関､(C)行政の目的やアカウンタビリティー

にとって価値ある公文書を保存し利用に供する機

関､の三つに類型化する(1)｡また､地方自治体等

の文書館には､どのような資料を中心に収蔵すべき

か- いわゆる公文書と古文書類との関係をどう

するか- といった問題も存在しているという(2)｡

上記には地域文書館､大学アーカイブ両方の問題

が見て取れるが､いずれにしろ地域や大学における文

書館をめぐる状況がこのようなものであるとすれば､



国立大学におけるアーカイブの設置とその機能 (折田)

文書館研究のためには先行業績を踏まえつつ(3)､具

体例に即した個別的な検討から始めることがまずは

必要となろう｡

本論はこのような認識に立って､九州大学の七十

五年史編集室とそれを改組して設置された大学史料

室の運営に直接関わっている者として､最近の国立

大学におけるアーカイブをめぐる状況と今後の対応

について概観しようとするものである(4)｡第1章で

は､今もふれた九州大学の年史編集と大学史料室

の活動について振り返る｡九州大学の場合は､東北

大学､東京大学に続いて年史編集室から大学史料

室となった典型的な事例であり､また七十五年史の

活動自体も年史編集室-大学史料室へという流れ

をある程度予測しながらのものであった｡次いで第

2章以下では､大学アーカイブの性格や機能につい

て論じることにしたい｡全体的なまとまりには欠け

るが､現在問題となっていること､あるいは今後早

急に対応すべきことがらを取り上げ､個別的 ･集中

的に検討するという方法でも現時点では有益だと考

えるからである(5)｡

1 年史編集と大学史料室

1 九州大学七十五年史の編集

九州大学は､今から16年前の1986(昭和61)年5

月に創立七十五周年を迎え､これを記念して七十五

年史の編集に着手した(6)｡当時､九州大学には既に

1967(昭和42)年刊行の 『九州大学五十年史』(全3

巻)があったが､それ以降のいわゆる大学 ｢紛争｣

を含む時期の年史編集が計画されたのである｡この

創立七十五周年記念事業については､1984(昭和

59)年6月の部局長会議で基本方針が検討され､①

1986(昭和61)年5月の創立記念日に記念式典を開

催する､② 『五十年史』に継ぐ25年間(1961-1986

年)の年史(通史編)を編集する､③その期間は3年

とする､という要項が決議されている｡九州大学で

の七十五年史編集体制は､まず評議会内に設置さ

れた創立七十五周年記念事業委員会のもとに学内
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各部局から選出された編集委員会が組織され(全学

から37名)､この編集委員会のもとに七十五年史編

集室が置かれるというものであった｡1985(昭和60)

年3月､第1回編集委員会が開かれ､同年5月1日

には七十五年史編集室が開設されて､専任の教官

(講師1､助手1)が着任した｡細かな編集方針等の

策定には編集委員会のもとの小委員会(10名ほどで

構成)があたり､この小委員会にはワーキンググルー

プが作られることもあった｡年史編集期間中の7年

間に､12回の編集委員会､33回の編集委員会小委

員会､7回の小委員会ワーキンググループが開催さ

れている｡

1985(昭和60)年5月の編集室設置以後は､上に

述べた基本要項に沿って編集が行われるはずであっ

たが､しかし実際には翌年5月の創立七十五周年記

念式典にあわせて 『写真集』の作成が急速決定さ

れ､同じく大学創立以来の 『史料編』も編集される

ことになった｡『写真集』は当時の学長の希望による
ものであり､また 『史料編』は 『七十五年史』であ

る以上､近年の25年間に限定するのは不自然であ

るとの議論が出てきたことによるものである｡ただ

し 『通史』については最初の計画通りに行い､特に

｢紛争｣期を中心に叙述するということになった｡

最初に刊行されたのが 『写真集 九州大学史

1911-1986』(1986年)で､明治初期から昭和末年

までの写真により､九州大学のフォトテ-クを形成

したものである｡次に刊行した 『史料編』上巻 ･下

巻(1989年)には､大学創立以前からの約120年間

にわたる関係史科を収めた｡これに対して最終年度

に刊行されたのが､『通史』と『別巻』である(1992

年)｡『通史』は室員の柴多一雄講師(当時)が執筆
したもので､『五十年史』以後､つまり1961(昭和

36)～1986(昭和61)年の叙述にその8割近くをあ

て高度経済成長期以降の九州大学について詳述し

ている｡一方同時に刊行された 『別巻』には､講座

等の変遷､人事､法令等の一覧と､各種統計､年

表を収めた｡結局､編集開始の1年目に 『写真集』



京都大学大学文書館研究紀要 第1号 2002年

を､4年目に 『史料編』(2冊)を､そして最終年の

7年目に 『通史』と『別巻』を刊行したことになる｡

五十年史の 『通史』1巻､部局史(学部史)に相当す

る『学術史』2巻という全3巻構成に対し､七十五年

史は 『部局史』を欠き､『写真集』､『史料編』上巻･

下巻､『通史』､『別巻』という全5巻構成であった｡

ところで､七十五年史編集の間には様々な議論

がなされたが､今からみるとやはり『部局史』の編集

は行われるべきだったと思われる｡言うまでもなく､

九州大学五十周年にあたる1961(昭和36)年以降の

各分野における研究の進展には､目覚ましいものが

あった｡社会的には高度経済成長や公害問題等の

本格化があり､学内的には理工系講座の爆発的な

拡大が始まったのが､1960年代であった｡また近

年のことでいえは 例えばバイオテクノロジー､コン

ピューター技術等に代表されるような研究の進展が

ある｡こういった研究状況を踏まえた 『部局史』は

基本的には各部局で執筆され､『通史』ほどには編

集室の負担にならない｡また年史編集体制への全学

的な参加意識を高めると同時に､今後の 『百年史』

等での貴重な史料にもなったと思われるが､九州大

学七十五年史の場合は､今述べたような形で編集を

終了した｡

ただしその七十五年史には､大きな特徴もあった｡

それは前述したように､『通史』で高度経済成長期

以後の九州大学に焦点を当て､特に大学 ｢紛争｣

やそれに関連した大学 ｢改革｣の部分に160頁とい

う多くの頁を割いたことである｡この時期の九州大

学には､激烈を極めた学生運動や構内建物への米軍

戦闘機墜落事故等､学内情勢だけではとらえられな

い社会的 ･政治的問題が山積していた｡このような

諸問題も､この七十五年史でなければ多くの頁をあ

てて書くことはできなかったものと思われる｡大学

｢紛争｣については､30年以上経った現在でも評価

は様々である｡しかし､いわゆる ｢正史｣としてほ

とんどの学内史料､例えば評議会史料から各部局教

授会議事録等までを利用し､また当事者の ｢開き

取り｣史料を用いた 『通史』は､大学史においても

｢紛争｣期の意味が小さくなりつつある現代から見

れば､その史料的価値一つをとっても意味あるもの

だったと思われる｡

なお九州大学の七十五年史では､編集期間を都

合4年間延長したが､その最大の原因は史料収集に

時間がかかったということであった｡例えば､室員

による全学部教授会議事録のマイクロフィルム撮影

には､2年を要した｡五十年史以降の25年間の撮影

を行ったが､五十年史時の10倍以上の分量があっ

たものと推定される｡その反面､近年の史料(事務文

書)といえども､継続的･意識的に保存されない限り

偶然に残るものではない､ということを身をもって

経験した作業でもあった｡大学の年史編集では近年

の叙述より､建学の理念等､創立期のそれを重視す

るのが一般的である｡しかし上にも述べたように､

九州大学の年史編集が最近25年間の叙述に一つの

力点を置いたということは､次節に述べる ｢大学史

料室｣のあり方- 例えば大学行政文書(事務文

普)の収集 ･整理 ･保存を重視する活動等- にも

大きな影響を与えたように思う｡

2 九州大学大学史料室

七十五年史の刊行が大詰めを迎えた1990(平成2)

年度になると､編集過程で収集された膨大な史料の

整理 ｡保存が問題となってきた｡そこで七十五年史

編集委員会と編集室は､その方法等について検討す

ることにし､編集委員会小委員会内のワーキンググ

ループで討議を重ねた結果､1年後の1991(平成3)

年4月に 『九州大学史料の収集 ･保存について-

九州大学史料室設置の提言- 』(23頁)と遺した

報告書を作成した(下に ｢目次｣を示す)｡

はじめに

Ⅰ.検討の経過

Ⅱ.九州大学75年史編集事業の経過と収集史

料の現状

1. 75年史編集事業の経過
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2. 収集史料の現状

Ⅲ｡大学史料の収集 ･保存のあり方について

1. 大学ア-カイヴスの意義

2. 大学ア-カイヴスに関する議論の現状

3. 諸大学における大学史料室の現状

Ⅳ.本学における大学史料の収集 ･保存のあ

り方について

1. 年史編集との関連から

2. 大学の自己確認 ･自己評価と大学史料

3. 大学の記録管理システムとの関連

4. 収集すべき史料

V.提言

1. 九州大学史料室(仮称)の設置と人員の

配置

2. 文書館設置に向けての将来構想の検討

年史編集の経過を振り返り､大学史料室 ･大学

アーカイブ(文書館)にはどういうものがあり､また

どうあるべきかといった観点からの ｢提言｣を行っ

たもので､本来のあり方からすれば大学アーカイブ

(文書館)が最も望ましいが､現状では困難と予想

されることから､以下の条件を満たす大学史料室の

設置を要求するといった内容のものである｡

(∋独立の機関であること｡

②史料の収集 ･保存に関する専任のアーキビ

ストを配置すること｡

③史料の収集 ･整理 ･保存 ･研究を行うのに

充分な場所を確保すること｡

④史料室の管理 ･運営および史料室の研究活

動を管掌する常設の委員会を設置すること｡

⑤史料の収集は､単に年史刊行のみを目的と

するのではなく､九州大学に関する史料を恒

常的に収集 ･整理することを目的とし､そ

の活動を保証すること｡ 具体的には学内諸

文書の廃棄等の情報が史料室に提供され､

収集 ･保存を容易ならしめるようなシステム

をつくること｡

この 『提言』は1991(平成3)年､今から11年前

に作成されたので､いわゆる情報公開法にはふれ得

ていないが､それ以外では現在でも論旨に変更を加

える必要はないものと考えている｡九州大学大学史

料室ができた時の最も基本的かつ重要な文書で､

ワーキンググループでの検討の後､最終的には1991

(平成3)年7月､当時の学長に対して提出された｡

その結果､翌年1月の評議会で史料の収集 ･保存

のあり方等を検討する全学委員会=九州大学史料

収集 ･保存に関する委員会の設置が決定された(香

員会規則の制定)｡規則によると､同委員会は､①史

料の整理､保存及びその活用に関する基本方針の

策定に関すること､②九州大学に係わる史料の収集

に関すること､③九州大学に係わる史料としての公

文書等の調査に関することを､調査審議するための

組織であり､専門的事項を調査審議するための専門

委員会も設置できるとする｡この規則により､1992

(平成4)年4月､七十五年史編集室が九州大学史料

室に改組された｡

史料収集 ･保存に関する委員会-｢史料室｣と

いう体制はこうしてスタートしたが､しかし実務を

直接担当する ｢史料室｣の規則はまだ制定されてい

なかった｡そこでまた､専門委員会内に史料室のあ

り方を検討するワーキンググループが作られ､1992

(平成4)年12月､正式に史料室の規則が制定され

た｡史料室の名称も九州大学 ｢史料室｣から九州

大学 ｢大学史料室｣に変えられ､ここに初めて学内

共同利用施設としての九州大学大学史料室が設置

されたのである｡大学史料室の構成は､まず史料収

集 ･保存委員会の委員長が兼任する室長と専任の

教官からなる｡専任教官は発足当初は講師1名､助

手1名の計2名であったが(1993年度まで)､運用

定員の返却により現在では助教授1名となってい

る｡しかし専任教官が少ないため､兼任教官制度が

とられ(現在7名)､また事務補佐員(現在2名)の任

用も認められている｡

九州大学大学史料室規則によれば､大学史料室

の業務は､①史料の収集､整理及び保存に関する
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こと､(彰史料の調査 ･研究に関すること､③史料の

活用に関することであり､現在は主に史料の収集 ･

整理活動と､それらの方法についての調査 ･研究､

大学アーカイブ (文書館)についての調査 ･研究､

九州大学をはじめとする大学史 ･大学論についての

調査 ･研究を行っている｡1997(平成9)年度からは､

専任教官(筆者)による全学共通教育科目(周辺教育

科目)｢九州大学の歴史｣の授業を行っているが､こ

れは全学レベルのものとしては国立大学最初の試み

だと思われる｡また1999(平成11)年度からは大学

史料室の専任 ･兼任教官を中心にして､同じく大

学史 ･大学論の全学共通教育科目(総合科目)｢大学

とは何か- ともに考える- ｣も開講した｡

なお､大学史料室では専任 ･兼任教官等による

共同研究も組織しており､① ｢九州大学における

"古写真''の調査 ･研究｣(教育研究学内特別経費)､

② ｢低年次教育における九州大学史がノキュラム開

発に関する研究｣(九州大学教育研究プログラム ･

研究拠点形成プロジェクト経費)､③ ｢大学と地域

社会の関係史に関する基礎的研究- 九州帝国大

学を中心として- ｣(科学研究費補助金 (以下科

研費)基盤研究(B)(2))､④ ｢大学史料の情報資源

化と大学ア-カイヴスのシステム開発に関する基礎

的研究｣(同)という4テーマで研究を行った｡こ

のほか現在､(丑｢『大学とはなにか- 九州大学に
学ぶ人々へ- 』の編集 ･出版｣(財団法人九州大

学後援会 ･教官の研究プロジェクト助成事業)､②

｢大学ア-カイヴス機能についての基礎的研究-

｢大学改革｣との関連において- ｣(科研費基盤研

究(B)(2))､③ ｢九州帝国大学における留学生に関

する基礎的研究｣(同(C)(2))の3共同研究が進行中

である｡

大学史料室の刊行物 ･移管文書についても説明

をしておくと､刊行物は史料室設置直後の1993

(平成5)年3月に､『九州大学大学史料叢書』(年1

回､現在第10輯)と『九州大学大学史料室ニュー

ス』(年2回､現在第19号)を創刊し､現在ではこの

ほかに大学史料室所蔵の文書 ･写真の目録､報告

書等､計20冊を刊行している｡移管文書について

は､毎年度末に退官予定教官に史料の寄贈依頼文

書を送付 し､定期的な寄贈を受けているほか､

1994(平成6)年1月には｢九州大学大学史料室印刷

物収集 ･整理 ･保存要項｣を制定して､学内の印刷

物の収集も始めた｡また部分的ながら各事務部の公

文書の受入れを行い､現在では大学本部事務局の

総務課 ･研究協力課 ･国際交流課 ･総長秘書掛､

理学部､工学部､旧教養部､旧学生部(以上一部)､

旧産業労働研究所､旧制福岡高等学校関係の文書

が大学史料室に移管されている｡このうち旧制福岡

高等学校関係史科は全文書が移管され､これによ

り旧制福岡高等学校-九州大学分校-九州大学教

養部と続く一般 (教養)教育の歴史に関する基本史

料のほとんどが､大学史料室に所蔵されたことにな

る｡しかし､以上の移管文書の多くにいわゆる半現

用文書が含まれており､実際の利用には各事務部

(原課)等との協議による対応が必要である｡いずれ

にしろ､収集史料の利用のあり方を早急に検討する

ことが､現在の大学史料室の課題となっている｡

なおこの点に関連しては､2002(平成14)年4月､

全学的な委員会体制の見直しに伴い､これまでの史

料収集 ･保存委員会 (全学委員会)-大学史料室と

いうあり方に変更が加えられ､九州大学情報公開委

員会(全学委員会)-史料収集･保存委員会-大学

史料室という体制になった｡その結果､収集 ･保存

委員会の委員は従来の37名から14名-､また委員

長は総長の指名する ｢副学長｣に変更され､大学

史料室長も副学長が兼任することとなった(従来の

室長は副室長)｡同時に ｢九州大学行政文書管理規

程｣に､新たに ｢文書管理者は､(中略)行政文書の

移管叉は廃棄の区分に当たっては､九州大学大学

史料室長と協議するものとし､移管するものとされ

た行政文書は､移管 ･廃棄簿の写又は編集目録を

添えて､九州大学大学史料室に送付しなければなら

ない｡｣という条文が追加され(第9条第5項)､大学
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行政文書の大学史料室-の移管がより行いやすく

なった｡

以上､七十五年史の編集と大学史料室について､

その間の経緯と活動を見てきた｡ここでその他二､

三の感想を述べておきたいが､まず第-に､年史の

編集や史料室の設置 ･活動においては､学内学外

の多くの人たち､諸機関に大変お世話になった｡学

内では本部事務局の献身的な協力を得､また学外

では､東北大学､東京大学､早稲田大学､慶応大

学､明治大学､中央大学､同志社大学等で､最新

の大学史･大学アーカイブ(文書館)に関する研究成

果を参照することができた｡九州大学の場合を考え

てみると､欧米大学の事例を含めて大学アーカイブ

(文書館)への動きが既に存在していたということが､

大きな力になったものと思う｡ もしこのような情報

がなかったならば､大学史料室という発想自体出て

こなかったかもしれない｡なかでも既に百年史を刊

行し､関係者にも直接話をうかがうことができた東

京大学史史料室の事例は､特に編集室から史料室

への移行 ･改組に至る手続きを知る上で､大変参考

になった｡

二つ目は､大学史編集の方針と大学 ｢紛争｣との関

連についてである｡既述のように九州大学七十五年

史では､やはり大学 ｢紛争｣が大きな意味を持って

いたように思われる｡五十年史が終わってから七十

五年史を始めるまでに､わずか17年しか経ってい

なかった｡25年､50年という区切りが一般的であ

る中､17年で年史をつくるということ自体が､｢紛争｣

を記録し､また多くの関連史料を収集しておくのだ､

という大学の姿勢をあらわすものだった｡そこには

｢紛争｣が大学(人)に与えた影響､さらにいえば九州

大学自体の歴史認識が大きく関係しているが､七十

五年史の構想自体は､この姿勢(枠組み)に大きく

影響されざるをえなかった｡

三つ目は､大学史料室の今後の見通しについて少

しふれておきたい｡それは九州大学では､今後10年

の問に二つの大きな出来事が予定されているからで

ある｡一つは2011年の創立百周年であり､もう一つ

は大学のキャンパス移転である｡まず百年史につい

ては､まだ話題になってはいないが､大学史料室の

あり方にとってはやはり影響してくる問題であろう

- その時の大学史料室と年史編集室との関係が

どうであれ- ｡それから三つ目のキャンパス移転

は､大学史料室施設(建物)の新骨や､移転に伴う

大量の公文書の出現とその移管が予想されることな

どからすれば､これも密接に関連してくる｡ した

がって九州大学の場合､今後はこの二つを念頭に置

きながら､恒常的な大学アーカイブ(文書館)の設置

を目指して活動することになる(7)｡

以上､九州大学の年史編集と大学史料室につい

て振り返ってみたが､つまるところ九州大学の場合

も､他大学同様に年史編集室-大学史料室(アーカ

イブセクション)へという流れを利用して､史料室

を設置した経緯を確認していただけたものと思う｡

この事実はやはり忘れてはならないだろう｡ しかし

本章を終えるにあたって述べておきたいのは､この

｢年史編集室-大学史料室(アーカイブセクション)

へ｣という考え方の有効性 ･重要性は十分に認識し

つつも(8)､最近はこれに頼り過ぎた議論には疑問を

感じるようになったということである｡次章ではこ

の間題を手掛かりにして､大学アーカイブの設置と

その機能について考えてみたい｡

2 大学アーカイブの設置とその機能

1 国立大学における大学史料室

ところで､筆者が前章末のような疑問を持つに

至った直接のきっかけは､昨年秋の全国大学史資料

協議会全国研究会第2分科会(於神奈川大学)にお

ける議論であった(9)｡そこでは様々な意見が出され

たが､なかでも気になったのは､｢史料収集は地道

な作業である｣｢史料は足で集める｣｢史料収集に王
道なし｣という一見キャッチフレーズ風の意見で

あった｡そこでその時の議論を批判的に検証してみ

ると､① ｢大学ア-カイヴズの運営｣というテーマ
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ながら､アーカイブ本来の機能についてはあまり議

論がなされず､したがってアーカイブの収集すべき

大学事務文書やその収集システムについての言及が

なかったこと､②逆に年史編集時と同様の史料収集

法(とその苦労話)が多く語られ､その結果､年史編

集を続ければ必然的にアーカイブに至るかのような

印象を与えたこと､③ ｢京大文書館は特別である｣

という言葉や情報公開法の影響等に象徴されるよう

に､大学行政文書に力点をおく国立大学 (特に旧帝

大)と私立大学の現状認識に違いが見られたこと､

という点に要約できるように思う｡

菅真城氏も言うように､｢各大学問で､その大学

の規模や国立か私立か､収蔵する資料の特色などに

よって､資料室の組織や機能に対する考え方がまち

まちであることが浮き彫りとなった｣(10)形である

が､このような状況になったときには､やはり冷静

に原点に立ち戻ることが最も大切であろう｡ アーカ

イブの設立を目指す､あるいはその活動を継続する

のであれば(勿論そうでなければ関係ないのだが)､

その歴史を踏まえて現状を正確に把接し､同時に将

来の展望も具体的に考えてみる必要がある｡そして

その意味からも､｢大学におけるアーカイブとは何

か｣ということの原理 ･原則的な検討は､是非とも

行われなければならない｡

大学アーカイブとは何であろうか｡言うまでもな

くこの間題については､既に早く寺崎昌男氏がタイ

トルも ｢大学ア-カイヴズ(archives)とはなにか｣

という研究を発表している(1983年)｡そこでは

｢ヨーロッパ･アメリカでは､政府機関､地方行政機

関､裁判所､教会､大学､会社等々の組織 ･機関に､

このア-カイヴズを設けるという伝統がある｣(ll)と

され､その収集すべき史料についても､以下のよう

に明記されている｡

(1)大学運営の歴史を示す公的文書､簿冊､

事務記録､その他の文書｡

(2)大学内諸機関の議事録､意見書､答申､

報告書等｡

(3)大学の刊行する年報､要覧､雑誌､新聞､

広報紙誌等｡

(4)大学卒業生の卒業証書､アルバム､講義

ノート､伝記､書簡等々(とくに当該大学

に関係あるもの)｡

(5)学長､学部長､教授､職員等の私蔵する文

書類のうち､とくに大学に関係するもの｡

(6)大学設立者､寄附者､卒業生など関係者

の文書｡

(7)大学の歴史を示す記章､門標､記念品､

トロフィー､旗､制服､制帽､印璽等々

の物品｡

(8)大学に関する写真､テープ､ビデオテー

プ､フイルム等｡

(9)大学史に関する諸刊行文献｡

また小川千代子氏は､｢｢文書館｣には､その所

属する組織 ･機関の種類と同じだけの種類がある｡

たとえば､国立､都道府県などの地方自治体､企

業､宗教団体､学校､その他諸団体等に分類され

る｡大学文書館は､その一種である｣(12)とし､｢組

織あれば記録あり｣(13)とも言う｡ 後者の ｢組織あれ

ば記録あり｣は ｢組織あればアーカイブあり｣とも

読み替えられるから､上記の寺崎氏の定義も参考

にすれば､現在の大学アーカイブ論は､第一にはこ

のような設置主体 (親機関)を中心とした考え方を

基本に据えるべきであろう｡ このように考えれば収

集史料の範囲も確定し､またその機能についても考

えやすくなる｡本論では最初にこの点を確認し､以

後大学アーカイブの設置と機能について考えていく

が､本節ではまず､その前提となる国立大学アーカ

イブセクションの歴史とその現状の概要について見

ておくことにしたい｡

国立大学におけるアーカイブセクションの歴史に

ついては､夙に指摘されているように､東北大学記

念資料室を最初とする一連の流れがある(14)｡この

点を少し振 り返ってみると､東北大学記念資料室

は､1963(昭和38)年7月､戦後を代表する大学史
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の一つと言われる 『東北大学五十年史』(上下2巻､

1960年)を編んだ東北大学50年史編纂室を基にし

て設置された｡同年制定の ｢東北大学記念資料室

資料収集規程｣(特に記念資料室が収集すべき資料

の定義)等を見ると､この50年史編纂室の伝統 ･経

験をよく受け継いで活動を始めたことがわかる｡停

年退官教授の著作目録の刊行や､多くの包摂校関

係資料､｢モノ｣資料を所蔵し､また130011封こ及ぶ

独自の建物を有していることなどに特徴がある(15)｡

同資料室はこのように国立大学最初の組織に相応し

い活動を行ってきたが､新たな方向での活動を目指

し､2000(平成12)年12月､東北大学史料館に改組

された(16)｡

1967(昭和42)年に五十年史編集を終了した九州

大学の場合にも､｢資料室｣が置かれたことがあっ

た｡年史編集担当者(川添昭二現九州大学名誉教

揺)の提案等によるもので､いわゆる大学 ｢紛争｣

期の1969(昭和44)年4月､本部事務局庶務課内に

設置された｢九州大学大学資料室｣が､それであった

(定員は運用定員の助手1名)｡規則の類似や年史編

隻-資料室-という経緯からして､同室は東北大

学を先例にしたものと思われるが､時代状況を反映

して､大学一般に関する事項だけでなく｢行政の組

織制度(とくに本学の諸制度の改革)に関する調査

研究｣｢大学制度委員会､評議会､大学制度小委員

会および板付基地撤去促進専門委員会に関する事

項｣に関わり､収集史料の範囲も ｢評議会､協議

会および教授会の記録文書｣のほか､｢大学の諸問

港 (とくに大学改革問題)に関する｣史料にまで及

んでいた(以上､同室関係 ｢内規｣による)｡1969

(昭和44)年度から1981(昭和56)年度までの13年

間に延4名の助手が上記の作業に従事し､所蔵資料

目録等の作成にあたっている(17)｡当初から大学 ｢改

革｣との関係が強く､｢紛争｣後の一連の学内情勢の

中に解消されてしまったが､現在の大学の動向-

大学 ｢改革｣とアーカイブの関係等- から見れば

意義のあるものであり､特に先駆的な役割に注目で

きる組織であった｡

このような動きの中で､1987(昭和62)年4月､東

京大学に大学史史料室が置かれたことは画期的なこ

とであった｡(彰東京大学百年史編集室から大学史

史料室への移行手続き(全学委員会である東京大学

史料の保存に関する委員会規則と大学史史料室と

の関係や､関連諸規則の制定等)や､②外国大学に

おけるアーカイブについての本格的な調査などは(18)､

後発の大学史料室の設置 ･運営に多大な恩恵を与

えている｡例えば領)の調査は､インターネット時代

にあって格段に情報を得やすくなった現在でも基礎

データとしての地位を失っていない｡本格的な ｢紀

要｣(『東京大学史紀要』)や ｢ニューズレター｣

(『東京大学史史料室ニュース』)の創刊､『東京大

学の学徒動員 ･学徒出陣』(1997年)､『東京大学歴

代総長式辞告辞集』(1997年)の刊行といった活動

も当室の大きな特徴の一つである｡近年まで定員運

用の問題があった中(19)､このような活動が続けら

れてきたこと自体特筆すべきことといえよう｡

1992(平成4)年12月､新たに設置された九州大

学大学史料室は､上のような東京大学等における経

験 ･成果を活かしてその実現を見た例である｡具体

的には､前章第2節で前述した 『九州大学史料の収

集 ･保存について- 九州大学史料室設置の提言

- 』(1991年)を中心とする設置(運動)であった｡

この 『提言』は京都大学大学文書館を始めいくつ

かの国公立大学で参考にしていただき､また現在で

も十分通用するものだと思われるが､ただし前章第

2節でも述べたように情報公開法-の言及がなく､

その論調も今から見ればかなり控え目である｡国レ

ベルでの情報公開法がまだ問題になっておらず､学

内的にもいわゆる ｢運用定員｣の継続をお願いする

という立場からこのような形のものになったが､い

ずれにしろ一つの時代的な制約であった｡このほか

九州大学の特色といえば､これも前述した共同研究

の組織や学内行政文書(事務文書)の収集 ･保存に

焦点を当てた活動､それに自校史を中心とした教育
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活動等を挙げることができる｡

次の名古屋大学史資料室は､1996(平成8)年4月

に設置された(2001年4月から名古屋大学大学史資

料室に改組)｡名古屋大学史編集室からの改組にあ

たり複数の室員を引き継いだこと(設置当初は助手

3名 (現2名)｡定員については､東北大､東大､九

大等､最終的には1名となっていた)や､設置手続き

等の先例を先発大学に求められた利点があったとは

いえ､現在最も活発な活動を行っているアーカイブ

セクションの一つである｡｢日本の大学 近代日本

と名古屋大学｣(全学共通科目･総合科目)といった

教育活動や､東京大学に次ぐ ｢紀要｣(『名古屋大

学史紀要』)の刊行､独自の ｢ブックレット｣の刊

行等を行っており､またライブラリー､ミュージア

ム､アーカイブの頭文字を取った｢LMA構想｣を提

唱して､学内連携のあり方を模索している｡昨年9

月に同室の主催で｢｢開かれた大学｣とこれからの文

書資料管理 ･情報公開｣というシンポジウムが開催

されたが､これも時宜を得た企画であった(281名の

参加者があったという(20))｡

そして､以上のような経過を経て出てきたのが京

都大学の大学文書館(2000年)である｡その歴史的

な意義等については寺崎論文(21)に詳しいので､以

下箇条書き的に記すにとどめるが､①まずは公文書

館法(1987年)等に基づく文書館論全般の高まりや

国立大学アーカイブの経験が前提としてあったこ

と､そしてより直接的には情報公開法(2001年施

行)を挺子にしているということ､②京都大学百年

史の編集を基礎にしつつも､事務局主導の体制で本

格的な文書館を設置したこと(22)､③これとも関連

して､保存期間の満了した大学行政文書は大学文書

館に移管することを定めた規程(京都大学における

行政文書の管理に関する規程)を制定したこと､④

収集史料を大学の行政文書と大学関係の私文書に

特化したこと､⑤複数の専任･兼任スタッフ(館長1､

兼任教授1､専任助教授1､専任助手2､ほかに非常

勤職員6)と､外国大学の文書館にもひけを取らな

い規模の専用施設(延面積2600m2)の存在､⑥しか

しそれにもかかわらず､分館構想も想定されている

ということ､等である｡

いずれも重要な点だが､ただ注意しておかなけれ

ばならないのは､京都大学大学文書館といえば､⑤

のスタッフ･施設面等に目が向きがちであるが､む

しろその眼目は③の文書管理規程の制定や②の設置

に至る事務部局の役割､⑥の分館構想等にあると

見た方がよい(23)｡例えば(釘の ｢京都大学における

行政文書の管理に関する規程｣の意義は､保存期

間の終了した文書の移管を義務規定にし､かつ非現

用行政文書の一元的管理(受入れのみならず､行政

文書の選別 ･廃棄も含む)を大学文書館が行うとい

う体制を構築した点にある｡ また⑥の ｢分館｣は､

文書のライフサイクル(後掲)ではいわゆる ｢中間

庫｣の役割も果たすものであろうが､これは施設の

不足を理由にアーカイブセクションの設置 ･拡充が

困難視されている他大学にとっては､大変参考にな

る構想である(24)｡

2 大学アーカイブの機能について

アーカイブの機能といえば､①史料の収集･整理･

保存･閲覧といった収集システム全般の問題と､②

収集史料を用いた諸活動､の2点に大別して考える

ことが可能であろう｡ ①については､どのような史

料を収集するかがまずは問題となるが､これは前節

でも述べたように､アーカイブを設置した主体-親

機関の生産(授受)した史料が中心となるべきである｡

①においては､文書館論の研究や､親機関関係の

史料を収集･整理･保存･活用するためのシステム研

究(25)､そしてそのシステム自体の構築が当面の目標

となろう｡ 次頁に掲げる [図1](26)は､いわゆる文書

のライフサイクルの一例であるが､それぞれの機関

に合致したライフサイクル図(概念図)の作成とその

システムを実際に運用することが､アーカイブの最

も基本的な機能である｡

②については､収集史料を用いた (1)研究､(2)敬

-10-
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o(主務課)2年 (文書課等)10年 (文書館)
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(☆10年保存文書は5年で管理委任-→5年後に廃棄)

[図1]事務文書の流れ

育､(3)その他情報提供､等が想定される｡そして

(1)の研究活動では､1)親機関の組織論的研究と､

2)親機関の歴史研究､が中心となろう｡ 大学に即し

ていえば､1)は ｢改革｣等を含む大学論研究であ

り､2)は自校を中心とした大学史研究である｡歴史

研究を行うのは､どのような組織でもその様々な特

徴は歴史的に形成されたのであり､現在のありよう

を理解するには歴史的なアプローチが最も適当であ

るからだ｡それから(2)の教育と (3)のその他情報

提供では､(1)等の成果を用いた教育活動や､広報､

展示活動等が行われることになる(27)｡

このうち､現在注目されている大学アーカイブの

教育活動(28)について少し見ておくと､九州大学で

は前述のように自校史教育 ｢九州大学の歴史｣や

大学論教育 ｢大学とは何か- ともに考える- ｣

を行っており､本年3月には講義用教科書として

『大学とはなにか- 九州大学に学ぶ人々-- 』

(A5判256頁)を刊行した(29)｡教科書は継続的な教

育活動を保証するものであることは勿論だが､それ

だけではなく､教職員を含む大学全体のアイデン

ティティのための素材作り､さらには(九州)大学を

目指す受験生 (高校生 ･予備校生)にも読んでもら

うように編集した｡本企画に対しては九州大学後援

会から出版助成を受けることができたが､このよう
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歴史資料保存利用施設

な出版物を大学が刊行することの意義は大きいもの

と思われる｡それと同時に､今回の編集では常に大

学史料室にある史料 ･情報を活用した｡自校を始

めとする大学関係史料を収集し､そこで組み立てら

れた成果をもとに教育活動にあたる組織といえば､

大学史料室が最も適当であろう｡ 今回の試みで､大

学の事務文書を収集し､大学の歴史や組織につい

て研究するアーカイブセクション(大学史料室)の果

たす役割が重要であるということを､改めて確認す

ることができた｡

次に､大学に限らずアーカイブの教育機能を考え

る場合､見落としてならないものとしてアーキビス

ト養成の問題がある｡アーカイブの教育機能のもう

一つの柱は､この点にあるといってもよいのかもし

れない｡アーキビスト養成問題に大学がどのように

関係するのか､図書館法や博物館法のように基本法

が整備されていない段階では流動的にならざるをえ

ないが(30)､教育する側の施設や人材､それにアーキ

ビストを目指す人たちこ学生の存在を考えると､や

はり密接に関わらざるをえないものと思われる(31)｡

そしてその際には､大学アーカイブも本来の機能に

沿った形で何らかの役割を担うべきであろう｡ 現在

いわゆる古文書の保存に熱心な研究者は数多いが､

日々生産され情報公開法の粋がはずれたら捨てられ
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る運命にある膨大な行政文書群に目を向ける人は少

ない(32)｡文書のライフサイクルを理解する人もま

だ少数であり､このことを考えると､第一に養成す

べきアーキビストは､効率的な事務文書の受入れや

公開等のシステムを事務部局と協力して作り上げて

いく(能力のある)人､色々な形態がありうる親機関

の専門家､そしてそこの事務文書に精通した人でな

くてはなるまい(33)｡アーキビストの基本的な素養と

しては､史料学､史料管理学､史料保存学等が浮か

んでくるが､扱う行政文書等の性格を考えれば､行

政学､会計学､経営学等の知識や､大学という組

織に限定すれば､高等教育史や高等教育論等､教

育学の素養も必須である｡このような点からも､大

学の人材 ･施設等の有効活用がなされるべきであろ

うが､最終的には図書館学､博物館学同様に､一つの

アーカイブ｢学｣の確立が目指されるべきである(34)｡

以上､アーカイブの機能のうち､特に教育機能に

ついて検討し､なかでもアーキビストの養成問題は

今後の課題になるであろうことを指摘した｡このよ

うにアーカイブの機能については教育機能一つを例

にとっても､いくつか考えておかなければならない

点がある｡次章では､引き続きこのアーカイブの機

能について考えてみたい｡

3 大学アーカイブに関するいくつかの問題

1 年史編集と大学アーカイブ

第1章の最後にふれた年史編集と大学アーカイブ

との関係､年史編集事業-アーカイブへという移

行の問題から検討してみよう｡ 既に述べたように現

在の大学の史料室等は､その多くが年史編集室-

アーカイブセクションへという流れの中から設置さ

れてきたものである｡この経緯には当然それなりの

理由があり､また実際のアーカイブセクションの性

檎 (機能)にも大きな影響を与えている｡ 例えば､

アーカイブセクションで大学史の研究が行われるの

は､本来的なアーカイブの機能(前節にいう(1)研究

活動の2)自校史研究)もさることながら､そこに所
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属する人々の多くが､年史編集の実務経験を持っ

た歴史研究者であるという事実と無関係ではない｡

我が国の場合､このような実状から ｢年史編集事

莱-アーカイブへ｣という考え方の有効性や､

アーカイブセクションでの歴史研究が語られること

が多いが､しかしこれも既述のように､筆者は ｢年

史編集事業-アーカイブ-｣という考え方を無前

提に評価することには疑問を持っている｡それは､

確かにアーカイブは親機閑の歴史を研究するという

点で大学史研究を行うけれども､年史編集の ｢事

業｣そのものとアーカイブの機能は異なっており､

この両者は明確に区別すべきであると考えるからで

ある｡

年史編集は史料を集めるだけでなくそれを利用す

る立場でもあり､また多くの場合期限付きの事業で

ある(35)｡一方､アーカイブは第一義的には親機閑の

史料を収集すると同時にそれを利用者に提供するも

ので､設置形態も機関に必置の恒常的な組織であ

る｡この史料の利用者と提供者､そして時限的な組

織と常置の組織という違いには､やはり大きなもの

があると言わざるをえない｡アーカイブセクションの

設置や運営にあたって､年史編集による史料が膨大

に残ったからとか､貴重な史料を収集できたからと

いうのは､初めのうちは説得力を持とうが､しかし

活動の継続という点から見れば､上述のように｢アー

カイブは機関(大学)にとって不可欠の組織である｣

という論理の方が重要である｡前章の冒頭に見た全

国大学史資料協議会での ｢史料は足で集める｣｢史

料収集に王道なし｣といった議論があまり意味を持

たないのは､それがどのような業務にも当てはまる

一般論だからではなく(ゴミ捨て場等から史料を

｢発掘｣するといった経験は､年史編集者なら誰にで

もあることだ)､編集終了後も年史編集時の史料採

集法等に縛られるということ､｢年史編集業務-アー

カイブ｣という発想の連鎖を形成するからである(36)｡

この発想の一番の問題点は､大学アーカイブの最

も基本的な業務である事務文書のシステマチックな
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収集-事務文書収集システムの構築に至らないとい

うことだが､一度､年史編集事業とアーカイブの活動

を切り離して考えてみるということ､換言すれは 大

学アーカイブを説明するときのスタイルを変えると

いうことを行ってみる必要があるのではないか(37)｡

いずれにしろ､文書のライフサイクルを理解し､実効

的な規則を制定すると同時に､事務文書収集(磨

棄)のシステムを早急に構築することが大事であろ

う(38)｡このことが､たとえ担当者が替わっても活

動が維持される､アーカイブの組織作りの第一歩で

ある(39)｡

2 大学アーカイブと ｢古文書｣
次は､今後大学アーカイブの認知度が高まってい

くにしたがって問題になる可能性がある､いわゆる

古文書(40)と大学アーカイブとの関係について考え

てみたい｡京都大学大学文書館は､その収集史料

を大学事務文書と大学に関わる私文書に特化した

が､そうでないところでは歴史学等の研究用に採集

された古文書を､どこで保存し管理するかという問

題が発生しうるからである｡

ところでこの点については､例えば ｢図書は図書

館､モノ資料は博物館､文書は文書館｣という考

え方を前提にして､古文書､事務文書ともいわゆる

｢一点もの(複本が存在しないオリジナルな史料)｣で

あることから､ともにアーカイブ(文書館)で管理す

べきだとの主張がなされるかもしれない｡しかしこ

の間題についても､基本的にはアーカイブ本来の機

能に注目して判断がなされるべきである｡何度も述

べているように､アーカイブは親機関の生産(あるい

は授受)した史料を第一に集めるのであり､いくつ

かのパターンが想定されるにしろ､アーカイブと名

乗る組織の最低基準はこの史料を当然収蔵するもの

でなければならない｡アーカイブについては収集史

料の形態で論ずるのではなく(41)､機能面から論ず

べきであり､殊に大学アーカイブの場合は､地域文書

館に比してこのことが妥当するように思われる(42)｡
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我が国の大学では､古文書の収蔵は附属図書館や

大学博物館(京都大学､東北大学)､それに教育研究

面で最も利用する講座等においてなされるのが一般

的であった(43)｡大学アーカイブは､古文書を利用

して(学部講座等でなされているような)一般の歴史

研究を行う組織ではない(44)｡

ところでこの古文書とアーカイブの問題について

は､東京大学の史料編纂所の英語名がHISTORIO-

GRAPHICALINSTITUTEであり､また近世文

書等では日本最大規模を誇る国文学研究資料館の

史料館のそれが､DepartmentofHistorical

Documentsであって､ともにArchivesでないこと

には注意しておいてよいのかもしれない｡これは国

立､私立大学の大学史料室のほとんどがArchives

を名乗っているのとは対照的である｡なお､｢はじ

めに｣でも述べたように､この古文書とアーカイブ

の関係については､地域文書館においても問題にな

り始めている(45)｡この現象をどう考えるかはとも

かく､古文書から行政文書の収集に重点を移す地域

文書館が出てきたという事実とともに､ここで指摘

しておきたい(46)｡

3 市民の ｢知る権利｣と大学アーカイブ

国立大学アーカイブの設置 ･整備を考えるとき､

いわゆる情報公開法の施行が大きな追い風になった

ということはよく言われる｡京都大学大学文書館の

事例に典型的に現れているように､旧帝大系のアー

カイブセクションは､この情報公開法と年史編集室

からの移行を挺子に､その設置･整備を行ってきた｡

その良い例が､昨年度末の総務省による､いわゆる

｢歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資

料｣(行政機関の保有する情報の公開に関する法律

施行令)を保管する施設-の指定であり､その結果､

いくつかの大学のアーカイブセクションが同省の指

定する施設となった(47)｡そしてこの情報公開法は､

今でもアーカイブセクションにおける事務文書収集

等に大きな力を与えている｡
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しかしながら､今後国立大学が ｢開かれた大学｣

を目指すのであれば､大学アーカイブセクション設

置の意義を情報公開法施行-挺子という論法だけ

で説明するのは､もはや不十分であろう｡ 確かに情

報公開法の実施にあたっては､行政文書の適切な管

理が前提とされている｡このことは､情報公開には

恒常的なアーカイブセクションの活動が不可欠であ

るということ､そして広義の情報の公開には､(∋情

報公開法による硯用文書の開示と､②アーカイブに

よる歴史的な文書の公開､の二つがあるということ

を示唆するものであろう｡ しかし同時により重要な

ことは､この二つ(①と(彰)が市民の｢知る権利｣を

保証する制度であるということだ｡

大横徹也氏は､アーカイブの使命が ｢社会が開か

れた構造としてありつづけることを保証する器とし

て､民主主義を生い育てる精神の程を供給する場と

なること｣(48)にあるとの意見を述べているが､これ

は ｢知の府｣を標梼する大学にとっても参考となろ

う｡ 積極的に大学を開くということ､そのための組

織としてアーカイブがあるのだという認識は重要で

ある｡そしてこのような認識は､アーカイブだけで

はなく今後の大学の活動自体にも大きな影響を与え

るものとなろう｡ 情報の公開の仕方如何が､大学の

存亡を決めるようになるといっても過言ではない｡

寺崎昌男氏は､早くから ｢沿革史の編纂刊行は､

おそらくもっとも長いスパンにおけるその(自己点検･

評価- 筆者注- )作業だといってよい｣､｢良い

沿革史を出しているか､大学資料保存のための努力

を払っているか､といった項目が自己点検 ･評価の

基準に想定さるべき｣(49)として､大学評価の視点に

史料保存の問題を入れることを提唱してきた｡その

場合の大きな指標が､アーカイブの設置とそこでの

活動､所蔵史料の内容になることは言うまでもない｡

そしてその具体的な指標になるのが､アーカイブへ

の入口(収集の方法)と出口(公開の方法)のあり方

の問題であろう(50)｡

また小川千代子氏は､村上陽一郎氏の ｢アカウ

ンタビリティー｣の考え方を援用して､大学におけ

る研究者の説明責任についても言及する(51)｡国費

で運用される国立大学の場合､これからは上記の情

報公開法､アーカイブによる情報の公開だけではな

く､研究活動自体のアカウンタビリティも求められ

るようになってくる｡

研究者はその領域の専門家であり､自らの

研究を遂行するに当たって､今日では､何らか

の形で社会から支援を受けて研究に従事してる

から､直接 ･間接の支援者である ｢社会｣に

対し､研究の内容を ｢説明｣する責任と義務

がある｡つまりアカウンタビリティーには､出

資者(この場合は一般の公衆)に対する義務 ･

責任という意味がある｡ もう一方で､専門家

としての研究者は自分の研究の ｢意味｣や重

要性(必ずしも一般社会にとっての重要性でな

い)を十分知っている(そうでなければその研究

に手を染めることはないはずである)が､一般の

公衆はそれを知らない｡逆に専門家として重要

だと思っても､公衆はそうは思わないこともあ

り､また専門家が気付いてないような危険を感

じているかもしれない｡そうした状態を改善

し､社会的に認知された形で研究が行われるた

めにも､専門家の側にアカウンタビリティーが

要求されることになる｡(村上陽一郎 ｢アカウ

ンタビリティー｣(52))

長文ながら村上氏の文章を引用したのは､ここに

は国立大学がこれまで全くといっていいほど意識し

てこなかったと思われる問題点が､明示されている

からである｡ ここで提起された問題にアーカイブが

どのように関わるのかについては､今後の研究課題

である｡

4 大学アーカイブと大学 ｢改革｣

- オーラル ｡ヒストリーの活用-

本章の最後に､大学アーカイブと大学 ｢改革｣

との関係についてもふれておきたい｡これは､寺崎

-14-



国立大学におけるアーカイブの設置とその機能 (折田)

昌男氏がこれまでの大学アーカイブ論は ｢沿革史編

纂作業の始末論という趣を持っていた｡だが､現在

および将来のアーカイブス論は､とりもなおさず大

学改革論｣(53)であると述べることと関連する｡前掲

｢大学ア-カイヴズ(archives)とはなにか｣(54)に追

加して､新たに大学アーカイブの機能を定義した重

要な指摘であり､少なくともこれからの国立大学

アーカイブは､この大学 ｢改革｣の問題とどう取り

組むかを考えなければならなくなった｡ただその方

法については､各大学の状況､アーカイブの性格等

によって様々であり､当然各大学アーカイブが個別

に判断して行うべきものとなろう｡

この点九州大学の場合についていえば､キャンパ

ス移転を控え､研究院 ･学府制度の導入等､全国

に先がけた ｢改革｣が進行中であるが､これらに対

して大学史料室がどう関わるのかは未だ定まらない

状況であった｡ところが先日､大学史料室で新たな

共同研究を組織し､｢改革｣問題に取り組む予定で

｢オーラル･ヒストリー｣の手法を調べてみると､どう

もこのあたりにアーカイブと ｢改革｣を結ぶカギが

あるように思われてきた｡以下では､共同研究(プ

ロジェクト)｢大学ア-カイヴス機能についての基礎

的研究- ｢大学改革｣ との関連において- ｣の

概要を示すことで(55)､アーカイブと大学 ｢改革｣

の関わりを見てみることにしたい｡

今回のプロジェクトは､現在政策研究等の一部領

域でいわゆるオーラル･ヒストリーが注目されてい

ることを踏まえ､組織の中枢にあって政策の決定 ･

立案に関わった公人に対してインタビューを行い､

政策の正確な位置付けや政策決定過程の解明を行

うと同時に､政策提言等のための基礎資料作りを行

おうという試みである(56)｡具体的には､最近の10年

間に九州大学におけるキャンパス移転計画､それと

密接に関連した ｢改革｣を推進してきた人たち(例え

ば総長､副学長､幹部事務職員)を対象にした､

オーラル･ヒストリーの実施を予定している｡ほと

んどの場合､公的文書には意志決定のプロセスは書

かれていない｡しかし､政策情報を経験知として活

用するために本当に重要なのはプロセスに関する情

報であり､今回の共同研究は文書等ではわかりにく

い意志決定のプロセスや､それをめぐる微妙なニュ

アンス等を記録し､大学の知的ストックとして集積

することを目的としている｡

ところで､オーラル･ヒストリーとはどういうも

のか｡一言でいえば ｢公人の､専門家による､万人

のための口述記録｣(57)といわれるが､政策研究大学

院大学等での説明によれば､それは大学や公的な機

関が中心となって､しかるべき業績を残したと思わ

れる人に､彼らのライフヒストリーを語ってもらう

こと､すなわち政策形成や遂行に関わる公職に在職

した人々の公的体験を､研究者のインタビューに応

じて体系的､系統的に速記録の形で残していく行

為､およびその結果として生み出される回顧録･回顧

談をいう(58)､とされている｡ 聞き取 りの方式は

様々であるが､必要な限りインタビューを繰り返

し､聞き手､話し手の協力で速記録を作成する｡そ

の内容や守秘義務の問題等から､場合によっては何

十年後に公開するといった取り決めを結ぶこともあ

る(59)｡ただし､いずれの場合でも組織的に行われ､

資料不足を補完するための単なる ｢聞き書き｣では

ない｡我が国の場合､この手法は政策研究大学院

大学のプロジェクトで先駆的に展開されているが､

大学自身による試みはほとんどなされてこなかっ

た｡しかし､欧米大学では普通に行われており､例

えばコロンビア大学はオーラルヒストリー研究の中

心として多くのプロジェクトを手掛け､またハ-

ヴァ-ド大学はその記録を政治 ･外交のケーススタ

ディーの素材として活用していることで知られる､

という(60)｡これらの事例は比較大学論としても興

味深いところであるが､なかでも注目できるのは､

欧米各国では権威ある大学のオーラルヒストリー･

プログラムに招かれることは､それ自体で公人とし

て生涯最大の名誉になっているという指摘(61)であ

ろう｡
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この手法の弱点や実務上の問題- 例えば､大

学｢改革｣研究に応用することの問題点を含めて-

等､検討すべき点もあるが､それらについては今

後､プロジェクトの進行にしたがって報告していき

たい｡ただ最後にどうしてもふれておかなければな

らないのは､大学 ｢改革｣についてオーラル･ヒス

トリーを行うのであれば､それに相応しい学内組織

は大学アーカイブセクションしかないという点であ

る｡関係文書を収集することは勿論､その文書の保

存体制の問題､機密性､専門性､組織性等といっ

た業務遂行上の性格から見ても､アーカイブセク

ション以外には考えられないだろう｡ 記録された談

話は大学の史料として保有される｡そしてそれは単

に歴史史料として蓄積されるのではなく､アカウン

タビリティやアイデンティティのため史料としても

活用される｡比較的近い過去における大学人のオー

ラル ･ヒストリーを､大学アーカイブが組織的かつ

継続的に行うことになれば､大学としての政策の継

続性が保証され､同時に ｢改革｣に対応した不断

の自己点検作業ともなろう｡ 大学アーカイブは､過

去だけでなく､現在､さらには将来にとっても大学

に必須の組織なのである(62)｡

むすびにかえて

国立大学の場合､本格的なアーカイブの活動はよ

うやく始まったばかりである｡本論ではこのような

状況下､筆者が最近考えている大学アーカイブの設

置､機能等について､そのいくつかを論述した｡最初

にも述べたように､私立大学についてはふれ得ず､

また地域文書館を含む公文書館論全般についての論

稿でもない｡実際の活動を通じての覚え書きといっ

たものであるが､ただ大学アーカイブの原理 ･原則

的な考察は､いくつかの個別事例に即して行ったつ

もりである｡ その理由は前述したので繰り返さない

が､一点だけふれておくと､それは現在の国立大学を

めぐる状況-法人化を控えて大学 ｢改革｣や学内の

再編が進む状況では､アーカイブセクションと学内
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他機関､例えば図書館､博物館や事務部局等との

関係については､事前の綿密な考察が必要であると

思われたからである｡必ずしも組織の統合を念頭に

置く必要はないが､しかし､掛け声だけには終わらな

い実質的な ｢連携｣が必ずや求められるはずである

(また､これからはそうでなくてほならないだろう)｡

こういう場合は､各々の組織の機能を正確に認識し､

相互に理解しあいながら協議することが必要である

が､そのためにはまず､自らの拠って立つところの

確認が何よりも重要であろう｡ その意味では､本格

的な活動が始まったばかりとはいえ､我々の前には

早速大きな課題が提示されていることになる｡もと

より大学アーカイブのあり方は一様でない(また､一

様でなくてもよい)｡ただ個別の課題に取り組みつ

つ､共通の課題に向かって協力しながら活動を続け

ていく姿勢も大切だろう｡

ところで､本文を記述していて改めて気になった

のは､研究業績の継続(研究史-の位置付けや確認)

という､研究方法上の基本的な手続きの問題につい

てであった｡現在の大学アーカイブ論が混乱してい

る原因の一つには､各大学における固有の課題を含

む現状の問題と同時に､明らかにこの研究業績継続

の問題がある(63)｡寺崎昌男氏が大学アーカイブの

基礎研究である ｢大学ア-カイヴズ(archives)とは

なにか｣を著したのは､1983(昭和58)年のことであ

り､九州大学が一年近くをかけて討議した議論-を

『九州大学史料の収集 ･保存について- 九州大学

史料室設置の提言- 』として発表したのは､1991

(平成3)年のことであった｡九州大学の事例は暫く

おくとしても､国立大学アーカイブの基礎を創った

組織の一つである東京大学史史料室での寺崎昌

男 ･小川千代子民らの業績は､歴史研究における

中野実氏らの業績とともに､今以上に位置付けられ

継承される必要がある｡

それから今一つの問題､これまでの大学における

現状にもふれておけば､寺崎民らの言う大学アーカ

イブについての研究や､とりわけそのようなア-カ
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イブの実現は､実際には大変困難な状況下でなされ

たという事実である｡各大学による研究発表や論文､

報告書等の所在確認すら当初は難しかったものと思

われるが(64)､なかでも国立大学アーカイブの設置そ

のものについては､2000(平成12)年の京都大学大

学文書館の出現を得たねばならなかった｡従来の

アーカイブの実態- 上記の研究状況や､特にアー

カイブセクションの学内での位置付け､室員の待遇

等- と､その理念との間には大きな隔たりが存

在 していたのである｡そして現在でも多 くの大学

アーカイブセクションでは､必ずしも恵まれた状況

とはいえない中､多数の人たちが活動している｡こ

のことは､一見､状況整備が進んでいるように見え

る旧帝大系の大学でも例外ではない｡大学アーカイ

ブをめぐる状況は､どう晶眉目に見てもこのような

ものである｡しかし､そのことを特別に悲観視する

必要はないだろう｡ なぜなら､このような状況はど

んな分野であれ草創期には必ず見られる現象であ

り､私たちの ｢大学アーカイブ｣もまさにその時期

にあるという証左だからである｡

残された課題は多い(65)｡多 くの先学 ･同学に導

かれながら大学アーカイブの活動を続けて行きたい

と思う｡

[註]

(1)太田富康 ｢国立公文書館の養成課程を受講して｣

(『日本歴史学協会年報』第16号､2001年)21-22

頁｡我が国における文書館 (理解)の歴史は一般

にA-C-という方向をたどっている｡ また､戦

後の史料保存運動において日本史研究者が大きな

役割を果たし､それが後の文書館理解に影響を与

えていることも一つの特徴である(戦後史料保存運

動の歴史については､さしあたり全国歴史資料保

存利用機関連絡協議会編 『日本の文書館運動-

全史科協の20年- 』(岩田書院､1996年)を参

照)｡
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(2)例えば､立石恵嗣 ｢古文書の ｢寄託｣に関する

一考察- 全国の状況と徳島県立文書館を事例に

- ｣(『アーカイブズ』第3号､国立公文書館､

2000年)の記述等を参照｡

(3)地域文書館を中心とした文書館論に関する論覇

は数多いが､近年のものとしては､鈴江英一 『近

現代史料の管理と史料認識』(北海道大学図書刊行

会､2002年)､地方史研究協議会編 『21世紀の文

化行政- 地域史料の保存と活用一一』(名著出

版､2001年)､安藤正人 『記録史料学と現代-

アーカイブズの科学をめざして- 』(吉川弘文

館､1998年)､安藤正人 ･青山英幸編著 『記録史

料の管理と文書館』(北海道大学国書刊行会､1996

年)等がある｡ 一方､大学文書館に関しては上の

文書館論等で取り上げられることは比較的少ない｡

そのような中では､寺崎昌男 ･別府昭郎 ･中野実

編 『大学史をつくる- 沿革史編纂必携- 』(東

信堂､1999年)がまず参照されるべき業績である

が､ただしこれ以後の研究も急速に進んでいる｡

(4)多くの私立大学では､国立大学を上回る準備の

もと年史の刊行やアーカイブセクションの設置が

行われてきた｡先行していた私立大学に国立大学

が並行しつつあるというのが客観的な情勢であり､

この点からすれば大学アーカイブ論に私立大学の

検討は不可避である｡ しかしながら､本文に記し

た ｢具体例に即した個別的な検討から始める｣と

いう立場と､そしてなによりも筆者の力量不足か

らこの点についてはほとんどふれることはできな

かった｡

(5)ところで､本論執筆のきっかけになったのは､

『大学ア-カイヴズに関する研究会 第1回 ｢国立

大学におけるア-カイヴズのあり方- 理念と実

態- ｣』(於京都大学大学文書館｡2002年2月20

-21日)での発表 ｢大学ア-カイヴズの設置とそ

の機能｣である｡ 大幅に改訂しているが本文に記

した立場から､大学アーカイブの設置と機能等に

ついて論じることにしたい｡またアーカイブの表

記については､アーカイブズ､アーカイブス､ア-

カイヴズ､ア-カイヴス等が考えられるが(例えば

文書館用語集研究会編 『文書館用語集』(大阪大学
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出版会､1997年)は ｢アーカイブズ｣と表記する)､
ぶんしょかん

九州大学大学史料室における大学文書館設置への

取 り組みでは､本年度より ｢アーカイブ｣で統一

しているので､｢アーカイブ｣と表記することにし

た｡なおこの九州大学の表記 (アーカイブ)は小川

千代子氏 (国際資料研究所)の御教示に拠ってい

る(他に ｢アーカイブ｣とするものとしては､1999

年に設置された日本銀行アーカイブ(archive)が

ある)｡

(6)本章の記述は､拙稿 ｢大学史編纂と大学ア-カ

イヴス- 年史編纂と大学史料室設置を例にして

- ｣(新谷恭明 ･折田悦郎編 『大学史料の情報資

源化と大学ア-カイヴスのシステム開発に関する

基礎的研究』､科学研究費補助金報告書､2000年)

をもとに加筆 ･補訂したものである｡ 最初にお断

りしておきたい｡

(7)九州大学での取 り組みの現状を記せば､前述し

た史料収集 ･保存委員会が大学史料室の概算要求

の母体であり､1994(平成6)年以降､同委員会か

ら大学文書館新設の概算要求が行われてきた｡し

かし､昨年6月に新たに全学的な ｢九州大学文書

館設置準備委員会｣が設置され､そこでの検討が

行われている｡

(8)筆者自身も以前､年史編集事業-大学史料室

(アーカイブセクション)への移行の重要性 ･有効

性を指摘したことがある(｢『九州大学七十五年史』
の編集と九州大学大学史料室の設置について｣､註

(3)前掲『大学史をつくる- 沿革史編纂必携- 』

197頁)｡

(9)統一テーマ ｢大学ア-カイヴズの設立と運営｣の

もと､第2分科会では ｢大学ア-カイヴズの運営｣

がテーマとされた｡同研究会の詳細については､

『大学ア-カイヴズの設立と運営- 2001年度総

会および全国研究会の記録 於 ･神奈川大学- 』

(全国大学史資料協議会､2002年)を参照｡

(10)菅莫城 ｢第2分科会に参加して- あるべきア-

カイヴズといまあるア-カイヴズ- ｣(註(9)前掲

書92頁｡なお､これは元々は桑尾光太郎氏が ｢｢組

織的な資料保存の体制に関する諸問題｣の報告｣

(『大学ア-カイヴズ』第22号､2000年)で指摘し

たことを､菅氏が引用したものである)｡

(ll)｢大学ア-カイヴズ (archives)とはなにか｣

(『東京大学史紀要』第4号､1983年｡のち註(3)

前掲 『大学史をつくる- 沿革史編纂必携- 』

に所収)｡

(12)｢記録管理と史料保存- 大学の文書館- ｣

(『地方史の新視点』､雄山間､1988年)169頁｡

(13)｢大学アイデンティティと大学アーカイブズ｣

(『九州大学大学史料室ニュース』第11号､1998
年)｡

(14)例えば､大学史編纂の動向から見たものである

が､寺崎昌男 ｢大学史編纂の動向 日本｣(註(3)

前掲 『大学史をつくる- 沿革史編纂必携- 』

4-78頁)の中に説明がある｡

(15) 原田隆吉 ｢大学史編纂の体験- 東北大学一丁 ｣

(註(3)前掲 『大学史をつくる- 沿革史編纂必携

- 』所収)｡

(16)『東北大学史料館の将来構想』(東北大学史料館､

2002年)｡

(17)同目録は ｢紛争｣期に ｢学内に対して迅速な情

報提供を行うために創刊｣された 『大学広報』誌

上に､12回にわたって掲載された (1970-1982

年)｡ところでこの目録の原稿を始め､関係規則､

収集史料､図書等の大学資料室関係の史料は､現

在の大学史料室がこれを引き継いでいる｡

(18) 東京大学史史料室のこれまでの活動経過は､同室

のホームページ ｢東京大学史史料室沿革｣を参照

(http://www.adm.u-tokyo.acjp/soumu/soumu/

archives/history/index.html)｡ また外国大学

アーカイブの調査については､『東京大学史紀要』

第4号 (1983年)に寺崎昌男氏､禰永史郎氏､小

川千代子氏による ｢特集 ･大学ア-カイヴズ｣が

組まれているほか､｢東京大学関係諸資料の保存と

利用に関する予備的研究｣研究グループ 『東京大

学関係諸資料の保存と利用に関する予備的研究』

(1983年)に詳しい｡

(19)東京大学を始めとする国立大学におけるいわゆ

る ｢定員｣問題については､寺崎昌男 ｢私の大学

アーカイブス論･- 回想 ･状況 ･意義- ｣(『紫

紺の歴程 大学史紀要』第5号､明治大学大学史
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科委員会､2001年)29-30頁を参照｡

(20)名古屋大学大学史資料室についての最近の報告

は､山口拓史 ｢第1分科会の討議概要とア-カイ

ヴズ試論｣(註(9)前掲書所収)を参照｡

(21)註(19)前掲論文｡また､京都大学大学文書館に

関する最近の報告は､西山伸 ｢京都大学大学文書

館- 設置･現状･課題- ｣(註(9)前掲書所収)

を参照｡

(22)例えば文書館設置に先立つ1998(平成10)年か

ら､事務局総務部総務課の手により全学の行政文

書の実態把捉が1年をかけて行われたという(総計

11万点｡西山伸 ｢行政文書の管理と大学文書館｣

(『九州大学大学史料室ニュース』第18号､2001

年)｡この点については註(21)前掲西山論文の註

(4)の記述等も参照)｡

(23)本文にも記したように､京都大学の場合､いわゆ

るハード面が注目されがちであるが(それは､例え

ば ｢広大な施設を持つ京都大学大学文書館は特別

である｣といった評価に典型的に現れている)､

我々がまず参照すべきはソフト面である｡

(24)｢分館｣については､註(21)前掲西山論文23頁

を参照｡

(25)これは鈴江英一氏の言う ｢史料管理論｣(註(3)

鈴江前掲書4頁)研究や､安藤正人氏の言う ｢記

録史科管理論｣(註(3)前掲 『記録史科学と現代-

アーカイブズの科学をめざして- 過25頁)研究

と､同様のものと考えていいだろう｡

(26)文書の流れをあらわしたこの図は､小暮隆志 ｢公

文書受入に関する-試案- 規程類の整備と書庫

問題等の検討から- ｣(『双文』第11号､1994

年)の ｢群馬県における文書利用制度図｣(52頁)

からの引用をもとにしたものである｡

(27)アーカイブの機能に関して､それを｢史料を整理

して利用に供する｣ことに限定すべきとの考えも

当然あるだろう｡ しかし- 詳細は別の機会に譲

るが- ､本論はこのような考え方には立たない｡

この点については､註(21)前掲西山論文(33頁註

(23))も同様の見方をする｡ なお､本文で特に取

り上げるもの以外の大学アーカイブの機能につい

ては､註(19)前掲寺崎論文を参照｡
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(28)大学アーカイブの教育機能については､註(19)

前掲寺崎論文37-38頁も参照｡

(29)新谷恭明 ･折田悦郎編､海鳥社､2002年｡

(30)この養成問題については､国立公文書館､全国

歴史資料保存利用機関連絡協議会や歴史学界でも

検討がなされているが､未だ結論的な議論には

至っていない(全国歴史資料保存利用機関連絡協

議会 『記録と史料』､同 『会報』､日本歴史学協会

『日本歴史学協会年報』等での議論を参照)｡

(31)安藤正人 『草の根文書館の思想』(岩田書院､

1998年)は､｢最初は国立公文書館あたりが口火を

切っても､いずれは全国いくつかの大学あるいは

大学共同利用機関にアーキビストの教育養成のた

めの大学院が設置されることが､アーカイバル･

サイエンスの学問研究の発展のためにも望ましい

のではないかと思います｡そのような形が､欧米

をはじめ世界的な傾向でもあるように思います｣

(94頁)と言う｡ なお､いくつかの私立大学では

｢史料学研究｣等の名で関連した教育も行われてい

るが､司書や学芸員のような資格付与に関わるも

のではない｡

(32)いわゆる情報公開条例や情報公開法の施行によ

り､逆に大量の行政文書の廃棄が行われたという

ことは我々のよくLTLJL聞するところである｡

(33)鎌田和栄 ｢｢文書館.アーキビスト問題について｣

参加記｣(『会報』第46号､全国歴史資料保存利用

機関連絡協議会､1998年)には､アーキビストの

資質として ｢行政現場でのかなりの経験や行政能

力が重要となる｣という指摘が見える｡ またここ

で､アーカイブの重要な業務の一つである史料の

廃棄についてもふれておけば､まずアーカイブは

収集史料の全部を保存するところではない｡この

点が､いわゆる古文書の収集 ･保存機関とは大き

く異なる点であり､また廃棄等の判断を行うアー

キビストが専門職でなくてはならない理由の一つ

ともなっている｡ これに関連しては､上記の鎌田

氏が別のところで､｢近年私は日本における ｢アー

キビスト｣ という語の使用についても少し疑問を

持っている｡私は ｢古文書｣専門の担当者であり､

現在は評価 ･選別をしていない｡それはア-キビ
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ストなのだろうかと｡｣(｢公文書館の国際化と史料

記述標準化問題について- 21世紀にあたり公

文書館 ･アーキビストは何をしていくべきか- ｣

(『記録と史料』第11号､2001年)48頁)と述べて

いるが､我が国の場合､アーキビストという用語

の使用に関しても検討する必要がある｡ なおアー

キビス トの専門性､職業倫理については､国際文

書館評議会 (ICA)北京大会で採択された ｢アーキ

ビストの倫理綱領｣(1996年)が参考になろう(同綱

領については､註(3)前掲 『21世紀の文化行政-

地域史科の保存と活用- 過264-269頁等で見る

ことができる)｡

(34)おそらくは基本法の整備から始めなければなら

ないこのアーキビスト養成問題は､現在でも大変

困難な問題である｡その意味で各機関 ･学会が協

力した ｢運動｣の形成が当面の目標となろうが､

大学では将来のあり方を見据えた基礎的な準備作

業を行っておくことが重要であろう｡ 一般論に過

ぎるかもしれないが､それが研究機関としての大

学のとるべき姿勢なのではないかと思う｡

(35)多 くの大学の年史編集事業は本文に記したよう

に時限的である｡ この傾向は特に国公立大学の場

合に強い｡

(36)この点に関連して､寺崎昌男 ｢こういう日がやっ

ときた- 京都大学大学文書館の成長を祈って

- ｣(『京都大学大学文書館だより』第2号､

2002年)は､筆者の京都大学における発表 (註(5)

前掲)を要約する形で､｢(折田は- 筆者注- )

大学アーカイブスの必要性が年史編纂の苦労と抱

き合わせに語られることには､違和感を覚える､と

言う｡(中略)今後､アーカイブスは新しい大学を

つくっていくための､未来に向けた不可欠の機関

として考えられるべきだ､というのが同助教授の

主張である｡ 筆者 (寺崎- 筆者注- )も同感

である｣と述べている｡ また､年史編集とアーカ

イブの活動が同じでないことは､既に 『九州大学

史料の収集 ･保存について- 九州大学史料室設

置の提言- 』(10-11頁)でも指摘していたとこ

ろであった｡

(37)例えば､大学アーカイブの必要性を説 くとき､

｢○○大学では〇〇年史の編集が終了し､その結果
膨大な史料が残され--｣云々といった説明から､

｢大学をめぐる状況が厳しい今こそ､○○大学に大

学アーカイブが必要である｡･--｣云々の書き出し

にするような､そういった説明スタイルの変更が

必要なのではないか｡

(38)このことに関連して極論すれば､筆者は本文に

述べたシステマチックな事務文書の収集が保証さ

れるのであれば､現在全く史料が無い状態からで

もアーカイブの開設が可能だと考える者である(現

代の史料を将来の歴史史料として残していくとい

うアーカイブの機能を想起すべきである)0

(39)付言するまでもないことだが､本論では正式な

組織のもと､例えばアーカイブ活動に並行して継

続的な年史編集も行うような事例は検討の対象と

していない｡ただ親機関の生産 (授受)した文書を

第一に収集するというアーカイブの機能を考えた

とき､それと年史編集を混同して議論すべきでは

ない､ということを指摘しているだけである｡

(40)本論でいう古文書とは､いわゆる近世文書､中

世文書を中心とした文書群のことをいい(近代文

書も含む)､厳密な意味での定義ではない(古文書

の定義については､註(33)前掲鎌田 ｢公文書館の

国際化と史料記述標準化問題について- 21世

紀にあたり公文書館 ･アーキビストは何をしてい

くべきか- ｣44頁註(5)の記述も参照)｡またこ

こでは明治期よりの膨大な研究史がある古文書研

究には立ち入らず､ただ鈴江英一 ｢近現代史料論

の形成と課題｣(註(3)鈴江前掲書所収)が､古文書

学と近現代史料論との関係を論じていて参考にな

ることを指摘するにとどめておきたい｡

(41)史料の形態でアーカイブ論を組み立てるような

立場-の批判については､最近の公文書館論に関

する代表的論稿である富永一也 ｢公文書館論｣(『沖

縄県公文書館研究紀要』第3号､2001年)が､綿

密な検討を行っている｡ そこでは図書 ｡文書 ･実

物 (モノ)資料という見方を ｢三分法｣として批判

しているが､なかでも図書館法や博物館法では当

該機関での収集を ｢図書｣や ｢実物｣に限定して

いないとの指摘は重要である(9-10頁｡例えば､
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図書館は ｢図書､記録その他必要な資料を収集｣

(図書館法第2条第1項)できるし､｢郷土資料､地

方行政資料｣(第3条第1項)の収集にも ｢留意｣

(同左)すべきであるとされる)｡なお､形態論から

する説明に対しては､註(21)前掲西山論文(28頁)

も同様に批判的である｡ 形態論でいえば､註(ll)

前掲寺崎論文のいう ｢大学の歴史を示す記章､門

標､記念品､トロフィー､旗､制服､制帽､印璽

等々の物品や､大学に関する写真､テープ､ビデ

オテープ､フイルム等｣の収集 ･保存を､大学

アーカイブが行うことは問題になってくる｡

(42)大学アーカイブの事例ではないが､ここではま

た安藤正人氏の ｢現代の行政文書や経営文書に関

するかぎり､独立の文書館を作ることが絶対に必

要である｣という意見を想起してもよいだろう

(｢文書記録の保存 ･利用と文書館｣､大藤修 ･安

藤正人 『史料保存 と文書館学』､吉川弘文館､

1986年､28頁)｡なお独立の機関が必要な理由に

ついて､安藤氏は ｢所属機関 ･団体の非現用文書

を継続的に受け入れ､文書館的評価に基づいて保

存/廃棄の処置を行う｣という機能を､｢図書館や

博物館が十分に担えるとはとても思えない｣(28頁)

からだと言う｡

(43)このため､ほとんどの大学アーカイブは古文書

の収集をその対象としていない｡なお､この点に

関連して註(41)前掲富永論文には､｢博物館や図

書館は古文書をケアしてきた実績｣があること､

その実歳は ｢単なる既成事実というわけではなく､

図書館法､博物館法の理念に照らしても整合的な

のである｣(10頁註(36)等)との指摘が見える｡ ま

た註 (42)前掲安藤論文は､｢中近世 ･近代文書｣

については独立の文書館で管理するのが一番いい

としながらも､｢あまり施設論に固執することはな

いと考えている｣として二つの条件を示す｡そし

てその条件下ならば ｢大きい図書館や博物館なら

ば､(｢中近世 ･近代文書｣用の- 筆者注- )

｢アーカイブズ｣のために独立の部局と専門の職

員を置くべき｣であるとの見解を示している (29

頁)｡ともに本文の議論の参考になる意見であろ

う ｡

(44) アーカイブの機能と歴史研究とが同じでないこ

とについては､既に早く註(36)前掲 『九州大学史

料の収集 ･保存について- 九州大学史料室設置

の提言- 』でも指摘したところである(11頁)｡

また大横徹也氏は､｢文書館問題によせて｣(『日本

歴史学協会年報』第14号､1999年)で､アーカイ

ブの ｢専門職員に求められるのは､歴史研究者と

いう ｢研究者意識｣ ではなく､当該組織の行政等

にかかわる理解度である｣(27頁)と言い､また ｢文

書館専門職員は歴史研究者の奉仕者ではありませ

ん｣(同頁)とも述べている｡

(45)註(2)前掲立石論文のほか､註(41)前掲富永論

文にも古文書と公文書館の関係についての記述が

見られる｡

(46)本文に関連して､註(44)前掲大横報告には ｢古

文書等と明治以後の公文書の管理体系を分別する

こと｡ 現在ある国文学研究資料館史料館の史料館

と東京大学史料編纂所を合併して国立古文書館と

なし､国立公文書館との住みわけを明確にすべき｣

(26頁)との提言が見られる｡

(47)総務省の指定を受けた大学史料室等は次の通り｡

東北大学史料館､東京大学史史料室､九州大学大

学史料室､名古屋大学大学史資料室､京都大学大

学文書館｡このような指定を受けることができたの

は､京都大学を始めとする各国立大学事務部局の

協力と､大学史料室相互の緊密な連絡の結果で

あった｡

(48)註(44)前掲報告26頁｡

(49)｢大学史の意義を考える｣(『愛知大学史紀要』第
1号､1994年)23-24頁｡

(50)史料の収集にしろ公開にしろ､まずは学内規則

の有無とその内容が問題となる｡ その場合､収集

面では事務文書の移管を義務規定とし､収集文書

にアーカイブが全責任を負うという京大型の体制

(規則)が高い評価を得るのは当然である｡また公

開面では､実際の公開度が高くなるようなものが

高評価を得ることになろう｡

(51)｢アーカイブズ/情報公開/文書管理 平等閲覧

からアカウンタビリティへ｣(『記録と史料』第9

号､1998年)90頁｡
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(52)『情報 ･知識 imidas 2002』(集英社､2002

年)1056頁｡

(53)註(19)前掲論文38頁｡

(54)註(ll)｡

(55)当初は九州大学の教育 ･研究支援制度である

｢九州大学教育研究プログラム ･研究拠点形成プ

ロジェクト｣(いわゆるP&P)で共同研究を組織す

る予定であったが､本年度から2年間の科研費基

盤研究 ((B)(2))が認められたので､当面はこちら

の方で共同研究を行う予定にしている｡

(56)本文の記述にあたっては､御厨貴 ｢オーラル･メ

ソッドとは何か- 政策研究拠点の発足にあたっ

て- ｣(｢C.0.E.オーラルヒストリー政策研究プロ
ジェクト｣ホームページ http:〝www.grips.ac.jp/

index-j.html)を参照した｡

(57)御厨貴 『オーラル ･ヒスト)-- 現代史のた

めの口述記録- 』(中央公論新社､2002年)5頁｡

(58)註(56)前掲御厨 ｢オーラル･メソッドとは何か

- 政策研究拠点の発足にあたって- ｣｡

(59)本文の記述にあたっては､御厨貴 ｢｢オーラルヒ

ストリー｣への招待｣(註(56)ホームページ｡原典

は 『中央公論』1999年7月号)等を参照した｡

(60)｢オーラルヒストリーQ&A オーラルヒストリー

とはなんですか｡｣(註(56)ホームページ)｡

(61)註(56)前掲御厨 ｢オーラル ･メソッドとは何か

- 政策研究拠点の発足にあたって- ｣｡

(62)本文と関連して､小池聖- ｢独立行政法人下の

大学公文書館｣(『九州大学大学史料室ニュース』
第17号､2001年)は､アーカイブが大学のシンク

タンク的機能を担う可能性について指摘している｡

このような指摘を見れば､大学アーカイブと大学

経営論･等との関わりも今後は視野に入れておくべ

きであろう｡

(63)註(44)前掲大横報告が ｢歴史研究者の発言に

は､自己の学問的営為とかかわらせ ｢文書館｣に

期待する世界を説いた言説が多くみられ｣(27頁)

ると言うように(註(44)での指摘も同時に参照)､

歴史研究者の発言にはこれまでのアーカイブ研究

の成果を十分に踏まえているとは思えないものも

多かった｡前章第2節の議論とも関係するが､こ

の歴史研究者の対応なども混乱の一つの原因であ

ろう｡

(64)現在でも必ずしも十全でないことについては､

註(10)前掲菅報告95頁を参照｡

(65)例えば､ネットワーク関係を始めとするデジタ

ル記録の収集 ･保存問題への対応は､眼前に迫っ

ている｡ 九州大学大学史料室では本部事務局企画

広報室作成の九州大学ホームページの史料を同室

から受け入れているが､勿論これだけでは十分で

ない｡また､国立大学でアーカイブ問題を考える

ときには､大学という枠組みにとらわれない国の

機関としての共通の検討- 例えば他省庁等にお

けるアーカイブのあり方- も当然なされる必要

がある｡ 情報公開法の影響等を見ると､大学とし

ての枠組みよりこちらの方がわかりやすいことも

多いのではないか｡その他､史料問題に限定して

も､史料管理論や史料認識論､目録論等､課題は

限りなく存在している｡
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